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障害者雇用研修の開発に向けた領域密着理論の生成

○竹下 浩（筑波技術大学） 加藤 宏（筑波技術大学）

キーワード：視覚障害，事務系職種，就労スキル

問題と目的

近年，障害者雇用率や就労移行支援事業等の施

策により企業の採用と当事者の求職（入社）が促

進された結果，入社後における職務の確保と拡大

が現場の重要な課題となっている。職場の環境整

備は上司・同僚の支援が不可欠（白井， ）で

あるが，障害者雇用では現場の最大の不安が「適

した業務が無い」ことである（應部， ）。

研修等で障害知識を習得しただけでは，任せら

れる仕事を見つけ・増やすことはできない。その

ためには，当事者が就労スキルをどう発達させて

いくのか，周囲はどう支援できるのかを説明・予

測できる理論が必要である。

そこで本研究は，事務系職種での職務確保・拡

大が急務となっている視覚障害を対象に，当事者

と上司から質的データを収集し，就労スキル獲得

と上司の支援プロセスを説明する理論を構築する。

方 法

分析１

年 月，勤務経験 年以上の視覚障

害者 名と上司 名（ 社）から半構造化面接

法により質的データを収集， （木下，

）で分析した。結果，当事者と上司の相互作

用が可視（スキルとタスク）・不可視（就労観と

雇用観）要素で構成されることを示す結果図が得

られた。コア・カテゴリーは生成されなかった

（ ）。

分析２

年 月・ 月・ 年 月，視覚障害者

名と上司 名（ 社）から追加データを収集，

逐語記録を作成しながら，逐語記録へのコメント

入力及び手書きの理論的メモ・ノートによる分析

を行った。結果， 社 人目でコア・カテゴリー

が生成された。

結果と考察

結果

コア・カテゴリー（「できる・させるの決定」

文脈）及び つのカテゴリー（本人・上司間相互

作用のパターン）が浮上した。以下，カテゴリー

ごとに移行条件と方略及び帰結を述べる。

双方の遠慮

本人と上司は，要求や指示をしない。補助的業

務（上司は無理な仕事は与えず，本人は仕事を貰

っていると感じる）や，障害者視点を活用できる

業務（上司の評価は高い）などがある。結果，ス

キルとタスクの増加は殆ど無い。前者では双方が

リストラ不安を，後者では上司が業務存続の，本

人が転職後の不安を抱いている。

本人の要求

本人が，自己の解釈に基づき「できる／できな

い」範囲を決め，上司に要求する。上司や周囲が

譲歩することでタスクが増える可能性がある。結

果，スキルの増加は限定的となり，自己中心的と

評価された場合キャリアが停滞する。

上司の指示

上司が「させる／させない」ことを決め，本人

に指示する。本人はスキル向上で答えるしかなく

ストレスを感じる。上司が障害特性を理解しない

と，双方で不満が蓄積する。結果，タスクの増加

は限定的となり，本人が高スキルの場合退職の可

能性がある。

双方の連帯

互いに打診しながら一緒に「できる／させる」

を決める。見えないところで，本人は周囲の支援

を獲得する方略を実践し，自発的なスキル訓練も

行っている。上司は，ペア／チームを編成，部門

内外で調整し，業務プロセスを変更する。結果，

スキル発達とタスク拡大が可能となる。

考察

今回コア・カテゴリーが得られたことで，理論

的枠組みに準拠して各当事者向けに状況別方略を

示すこと（ の Ⅲ）

が可能になったことは研究の社会的アウトカム実

現の点で意義があると考える。

今回のデータは視覚障害領域で収集したが，分

析結果の協力者共有セッションでは晴眼者にも応

用できるとのコメントが得られており，既存領域

密着理論のある他障害領域にも応用することが可

能である。

今後の課題

本人・上司とも概念的スキル向上が課題として

おり，専用の訓練ツール開発が課題である。

付 記

本研究は 科研費 の助成を受け

た。
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マルチレベル分析による
アクティブ・ラーニング型授業の効果測定（ ）
―グループ目標が大学環境に対する適応感に及ぼす影響―

○佐藤友美（九州工業大学） 高比良美詠子（立正大学）
杉本英晴（駿河台大学）

キーワード：アクティブ・ラーニング，大学適応感，マルチレベル分析

問題と目的

近年，対話を重視したグループワークといった，

アクティブ・ラーニング型授業が教育現場におい

て積極的に導入されてきている。グループワーク

のような協同学習は，競争学習や個別学習に比べ，

心理的適応や大学への態度などの改善において優

れているという（ ）。しかし

グループワークの効果，すなわち汎用的技能・態

度，そして知識の定着・活用の促進については，

実証的な検討は少ない。

そこで佐藤他（ ）は，大学でのグループワ

ーク中の発言活動と協同活動が，汎用的態度の中

でも適応感に及ぼす集団レベルおよび個人レベル

の効果を，マルチレベル構造方程式モデリングを

用いて検討した。その結果，発言活動は個人志向

の適応を促進し，他者志向の適応を阻害すること

が明らかになった。さらに，協同活動は個人志向

の適応を阻害し，他者志向の適応を促進すること

が分かり，グループ活動の質によって効果のトレ

ードオフがみられることが示された（杉本・佐藤，

）。

しかし、アクティブ・ラーニング型授業の効

果を決める要因としては、発言活動や協同活動と

いった授業内に実際に生じたグループワークの活

動内容に加え、当該のグループ活動に対する個人

の認識も影響する可能性がある。

そこで本研究では，所属グループにおける目標

が大学適応感に及ぼす影響を，個人レベルと集団

レベルの効果を分離できるマルチレベル構造方程

式モデリングによって検討する。

方 法

調査対象者 ４年制大学の心理学科のアクティ

ブ・ラーニング型授業を履修した 名（女性

名，男性 名）。授業は，１年次の必修授業として

全 回行なわれた。授業では，オリジナルの心理

尺度を作成する課題を， ～ 名の固定メンバーか

ら成る グループで実施した

質問紙 当該グループにおける目標：パフォ

ーマンス目標 例，「よい成績を取りたいと思ってい

た」 ，メンテナンス目標 例，「グループの雰囲気を

良くしようと努力した」を測定する 件法の尺度を

作成した。 ２ 大学への適応感：大久保・青柳

（ ）の大学環境への適応感尺度 項目から，

「居心地の良さの感覚」「被信頼感・受容感」「課

題・目的の存在」「拒絶感のなさ」の４因子を使用

した。

手続き は第 回授業終了時， は第 回

授業開始前（事前）と第 回授業終了時（事後）に

測定した。本研究の手続きは，調査実施校の倫理

委員会の審査を受け承認された（承認番号

）。

結果と考察

の分析モデルを使用した。 種類のグ

ループ目標得点の級内相関係数はそれぞれ

と であり，説明変数は全体平均による中心化

を行った。集団レベルのパス ～ のパスはいず

れも有意ではなく，集団レベルでは， つのグル

ープ目標から，大学適応感への影響は見られなか

った。

個人レベル ～ では，一部に有意なパスが見

られた。パス については， 因子の全てで有意

な正の効果が得られ，事前の適応感が高い人ほど

事後の適応感も高かった。パス については，課

題・目的の存在で有意傾向の正の効果が見られ，

グループ活動においてパフォーマンス目標を強く

意識していた個人ほど，事後の課題・目的の存在

が高い傾向があった。一方，パス については，

居心地の良さで有意な正の効果が見られ，グルー

プ活動においてメンテナンス目標を強く意識して

いた個人ほど事後の居心地の良さが高かった。な

お，グループ全体での目標の共有は，個人レベル

のパス の強さに影響していなかった パス 。

これらのことから，個人のグループ活動におけ

る目標の持ち方によって，大学への適応感に及ぼ

す影響が異なることが示された。

【集団レベル】

【個人レベル】

分析モデル（誤差項は省略）。
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